各務原市接遇研修業務委託公募型プロポーザル実施要領
１．事業概要

　（１）事業名　　　　　　　各務原市接遇研修業務委託
（２）事業内容　　　　　　「各務原市接遇研修業務委託仕様書」のとおり
　（３）履行期間　　　　　　契約締結日から令和５年10月31日まで
　（４）事業費の上限額　　　1,950,300円（消費税及び地方消費税込み）
２．参加資格の要件　

（１）各務原市競争入札参加資格を有していること。 

（２）各務原市競争入札参加資格停止措置要綱（平成１４年９月３０日決裁）による指名停止を受けていないこと。 

（３）営業に関し法令上の許可、認可、免許等を必要とする場合においては、これを受けて

いる者 

（４）各務原市が行う契約からの暴力団排除に関する措置要綱（平成２２年７月２３日決裁） 

に基づく排除措置の対象となっていない者であること。又は同要綱別表に掲げる措置要件に該当しないこと。
　（５）他自治体において、同様の研修を受託した実績があること。
３．提案内容

　（１）研修の特長
・受託事業者または講師予定者が持つ接遇に関するノウハウ、考え方、実績
　　　　・他自治体における接遇研修の実績や満足度　　　　　　　　　　　　等
（２）研修の具体的なプログラム
　　　・仕様書に示した研修目的・対象者・研修の内容等を踏まえること

　（３）講師予定者
　　　　・講師予定者の職業や職種、経験、講師実績等を記載すること。個人名の記載は任意とする
４．提出書類

　　・公募型プロポーザル方式参加表明書

　　・提案書　10部（正本１部、副本９部）
　　・見積書　 1部
５．提出場所・方法・期限　　　

　　・提出場所　　　　各務原市役所３階　市長公室　人事課
　　・提出方法　　　　郵送又は持参

　　・提出期限

　　　　公募型プロポーザル方式参加表明書　令和５年６月９日午後５時まで（持参・郵送とも）

　　　　提案書、見積書　　　　　　　　　　令和５年６月16日午後５時まで（持参・郵送とも）
　　　
６．募集要項に対する質問及び回答
　　・質問期限及び方法

　　令和５年５月31日午後３時までに下記の送付先へメールにて提出すること（件名は、「各務原市接遇研修業務委託に関する質問　●●社」とすること）。

　　・回答及び方法　
　　　　令和５年６月２日に各務原市公式ウェブサイト上に公開する。
　　・送付先
　　　　shokuin@city.kakamigahara.gifu.jp

７．プレゼンテーションの実施
　　　プレゼンテーション審査を次の通り実施する。詳細は、プロポーザル参加意思表明者に対し、改めてメールで連絡を行う。プレゼンテーションの実施にあたり、プロジェクタやスクリーンなど市の備品の使用を希望する場合は、プレゼンテーションの詳細を連絡後速やかにその旨を申し出ること。なお、提出済の企画提案書以外の資料を当日配付することは不可とする。
　　（１）時間　１提案者につき30分以内とする（準備５分、プレゼンテーション15分（時間配分は任意）、質疑応答10分）

　　（２）出席人数　１提案者につき３名までとする。
８．評価及び選定結果について
　　①評価について
別表の評価基準に基づき、本事業に関して設置する評価委員会にて評価を行う。
評価委員の評価点の合計が、総評価点の半分に満たない提案者は選外とする。
②選定結果について
　　　選定結果については、書面にて全提案者に通知するものとする。
９．日程

　　令和５年５月31日（水）午後３時　 ：質問書提出期限
　　 令和５年６月２日（金）　　　　　  ：質問に対する回答

令和５年６月９日（金）午後５時　  ：参加意思表明書提出期限
令和５年６月16日（金）午後５時 　：企画提案書提出期限
令和５年６月下旬（別途通知）　　　：プレゼンテーションの実施

令和５年６月下旬　　　　　　　　　：評価委員会による評価
令和５年７月上旬　　　　　　　　　：評価結果の通知
令和５年７月中旬　　　　　　　　　：契約締結
１０．契約事項

（１）契約については、提案採用者と提案書に基づき仕様の内容を協議した上で、地方自治法施行令１６７条の２第１項第２号に定める随意契約において契約を締結する。

　　　ただし、事業費については１の（４）で示した上限額を超えることはない。

（２）「１１．資格喪失」に該当する場合で提案採用者との契約締結が不可能となった場合は、次点の提案者との協議を行なうことがある。
（３）契約の履行に関しては、各務原市契約約款及び仕様書等に基づき、日本国の法令を遵守
しなければならない。
１１．資格喪失

　　（１）提案書その他提出された書類に虚偽の記載があったとき。

　　（２）本要領で定める資格要件をみたさないこととなったとき。

　　（３）「１０．契約事項　（１）」で行う協議が整わなかったとき。
１２．その他

　　・提案に要する費用については、提案者の負担とする。
　　・提出された書類一式は、提案の採用結果に関わらず返却しない。
１３．担当連絡先
　　各務原市役所　市長公室　人事課　担当：瀬川、今尾
　　〒504-8555　岐阜県各務原市那加桜町1-69
　　TEL　　 058-383-1450
　　メール　shokuin@city.kakamigahara.gifu.jp
別表
評価基準
以下の各評価内容について評価を付け、この評価にあらかじめ定める配点比率を乗じて評価点を出し、各評価委員の評価点の合計で算出する。
	評価
項目
	評価内容
	配点
比率
	評価
	評価点

	研修
内容
	受託事業者または講師予定者が持つノウハウや専門性を発揮した内容となっているか
	5
	5
	25

	
	実践的であり、業務に活用できる内容となっているか
	5
	5
	25

	
	研修技法の工夫など、受講者の主体的な参加が期待できる内容となっているか
	4
	5
	20

	受託者・講師
	接遇研修に関して、豊富な研修実績を有しているか
	2
	5
	10

	
	受託事業者または講師予定者が高品質な接遇を行うという一般的な認知度・期待値があり、受講者が積極的に参加できるか
	2
	5
	10

	事業費
	業務内容に対し、見積金額が妥当であるか
	2
	5
	10

	合計
	100


※評価　
5：特に優れている　　4：優れている　　3：普通　　2：やや劣る　　1：劣る
